
前回答申への対応について 

審議会からの答申（平成27年11月2日） 

 下水道事業の公共的な側面や下水道事業の一環として展開されているりん回収事業は、環境政策的な

側面を持つことから、財政的な安定を求めるのであれば、事業運営の財源を受益者負担のみに求めるの

ではなく、一般会計に対し財政負担を求める等の政策的な努力を事業者側も行うことを求めるものであ

る。 

これまでの対応 

平成27年度 ◆平成27年11月議会（上下水道部長答弁） 

 答申に示された視点を勘案しながら、経費負担のあり方について検討を進めていく。 

◆平成28年3月議会（財政部長答弁） 

 審議会の答申を受け、協議を開始しており、今後も継続する。 

▲国への要望（岐阜県市長会議等を通じて） 

下水汚泥の再生利用の運営について要望（以降、様々な団体を通じ継続して要望） 

平成28年度 ●財政部局と協議（平成28年5月～平成29年1月・計3回） 

■平成29年1月公営企業経営審議会へ報告  詳細別紙

 財政部との協議結果として、「りん回収事業への繰入の実現は、根拠に乏しく、現段階

では困難」→審議会からの了承を得る。 

◆平成29年3月建設委員会に説明 

 料金審議に向けて繰入の可否について検討して行くこと、審議会へ報告し了承を得た。

平成29年度 ●財政部局と協議（平成29年8月、平成29年12月・計2回） 

◆平成29年9月建設委員会に説明 

繰入金に関する国の動向を見極めつつ、財政部局と協議していく。 

◆平成30年3月建設委員会に説明 

国に対して要望を行っており、今後も継続する。 

平成30年度 ●財政部局と協議（平成30年8月～平成31年3月・計6回） 

◆平成30年9月建設委員会に説明 

繰入基準によると難しいのが現状であるが、財政部局への働きかけは継続していく。 

■平成31年2月公営企業経営審議会へ報告 

下水汚泥の再生利用について、現状、長期的な方針、短中期的な方針等 

◆平成31年3月建設委員会に説明 

財政部局との協議は継続しており、繰入の制度を精査し、環境政策的な側面から支援が

求められる枠組みがないか探っている状況 

令和元年度 ●財政部局と協議（令和元年5月、令和元年6月・計2回） 

■令和元年8月上下水道事業経営審議会へ報告 

下水道事業全体が環境に寄与するものであるため、公害防止対策債を根拠にした環境対

策費の繰入を受ける。 
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